















































































































































































































































































４ 龍田・前掲（注 4）578ページ、田澤・前掲（注 2）165ページ。
５ 畑知成「公認会計士の監査証明業務に関する損害賠償責任について」NBL879号
（2008）50ページ。


















































































































た（東京地判平成 21年 5月 21日、判タ 1306号 124ページ、判時 2047号 36
ページ、金商 1318号 14ページ）。














































































































－８８－ 日本経大論集 第４１巻 第１号
る程度の注意義務を尽くしたか否かが重要なのである。
他方、会計監査人として通常要求される程度の注意義の内容は、会計監査
人の裁量権、すなわち、会計監査人の職業監査人としての専門的判断に委ね
られているのであり、監査基準等に依拠しつつ、職業専門家としての能力と
実務経験に基づき、自らの判断で、その裁量権の範囲内で、監査を実施する。
しかしながら、会計監査人に裁量権があるとはいえ、それにもおのずと制限
があり、会計監査人の裁量権は、監査を行った当時の平均的な会計監査人が
実施する監査水準、すなわち、監査基準等によって画されているのである。
会計監査人が監査を実施する際には、相当の注意を払う義務、すなわち会
計監査の専門家として通常払うべき注意義務を負う。したがって、監査の実
施に際して、通常払うべき注意を払わなかったために、重要な虚偽記載を発
見できず、結果的に被監査会社に損害が発生した場合には、監査契約上の過
失責任を負うことになる。しかし、会計監査人の職務行為の特殊性ゆえに、
会計監査人の職務執行行為に関する責任認定の根拠となる過失は、あくまで
法律上相当な注意の内容・程度を基準として認定されるとしても、会計監査
が専門的知識および技能を必要とすることから、当該行為時における平均的
な監査実務や理論の動向をふまえた上で判定されなければならないものと思
う。
会計監査人の任務懈怠と第三者責任 －８９－
